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労働組合法上の労働者性の判断基準（案） 

 

１．労働組合法上の労働者性の基本的な考え方  

労働者の概念は、理論的には個々の労働関係法規の趣旨・目的に応じてその範囲を画定

することも考えられる。個別的労働関係諸法における労働者概念は、多くの個別的労働関

係法が労働基準法と密接な関係を持って制定された経緯や、労働基準法から分離独立した

経緯等から、労働基準法の労働者概念で統一的に解されている。他方、集団的労働関係法

上の労働者概念は労働組合法の労働者概念で捉えられてきた。そして、両者は労働基準法

と労働組合法における労働者の定義規定の違いもあり、必ずしも一致しないと解されてき

た。 

職場における労働条件の最低基準を定めることを目的とする労働基準法上の労働者は、

同法が定める労働条件による保護を受ける対象を確定するための概念であり、同法第 9 条

により事業又は事務所に使用される者で、賃金を支払われる者と定義されている。また、

労働契約の基本的な理念及び労働契約の成立や変更等に関する原則を定めることを目的

とする労働契約法上の労働者は、労働契約の当事者として同法が定める労働契約の法的ル

ールの適用対象となる者を確定するための概念であり、同法第 2 条第１項により使用者に

使用されて労働し、賃金を支払われる者と定義されている。労働基準法上の労働者に課さ

れている「事業に使用される」という要件が課されていないが、それ以外の要件について

は基本的に変わらない。このように、労働基準法と労働契約法で労働者の定義規定はほぼ

同じ内容であるので、労働基準法上の労働者の判断基準は労働契約法の労働者性判断にお

いても一般的に妥当すると考えられる。 

他方、労働組合法第３条の「労働者」の定義には、「使用され」という要件が含まれて

いないため、失業者であっても、「賃金、給料その他これに準ずる収入によつて生活する

者」である以上は、同法の「労働者」に該当する。また、同法は、「労働者が使用者との

交渉において対等の立場に立つことを促進することにより労働者の地位を向上させるこ

と」を主旨とし、その労使対等の交渉を実現すべく、団体行動権の保障された労働組合の

結成を擁護し、労働協約の締結のための団体交渉を助成することを目的としている（労働

組合法第１条参照）。これらのことからすれば、同法の労働者は、主体となって労働組合

を結成する構成員として（労働組合法第２条参照）、使用者との間の団体交渉等が保障さ

れるべき者を確定するための概念となっている。 

したがって、労働組合法の労働者は、労働条件の最低基準を実体法上強行的に、また、

罰則の担保を伴って設定する労働基準法上の労働者や、一部に強行法規を含んだ労働契約

法上の労働者とは異なり、団体交渉の助成を中核とする労働組合法の趣旨に照らして、労

使の交渉プロセスの保護を不えるべき対象者という視点から検討すべきこととなる。 

 

（※）労働組合法の労働者と同法第 16 条の「労働契約」 

 なお、団体交渉を助成するという労働組合法の目的に照らして労働組合法上の労働

者概念を考え、それが労働基準法上の労働者概念より広いとした場合、労働基準法上
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の労働者ではないが、労働組合法上の労働者には該当する者の締結する労務供給契約

が労働組合法第１６条にいう「労働契約」に該当するか、仮に、該当しないとすると、

それら労務供給者を組織した労働組合が締結する労働協約には規範的効力が生じない

という事態が生ずる。このことを考慮して、労働組合法上の労働者概念はやはり労働

基準法上の労働者概念と同様に限定的に解すべきことになるかが問題となる。 

しかし、労働組合法第１６条の労働契約概念は、旧労働組合法当時から存在し、労

働基準法上の労働者概念に限定して解する必然性はないことをも踏まえると、労働組

合法第１６条にいう労働契約は、労働基準法上の労働者に該当しない労務供給者の締

結する労務供給契約をも含むと解することは十分可能である。 

また、仮にこのように解さないとしても、債務的効力のみの労働協約も団体交渉の

目的となりうること、労使関係上は団体交渉がなされること自体に意義が認められる

ことを踏まえると、規範的効力が生じないために団体交渉が無意味となるわけではな

い。 

したがって、労働組合法第１６条にいう労働契約をいずれに解するとしても、同法

の労働者性の判断を労働基準法におけると同様に解すべきことにはならない。 

 

２．労働組合法上の労働者性を判断した最高裁判所判決の分析 

（１）CBC 管弦楽団労組事件最高裁判決の分析  

○  CBC 管弦楽団労組事件の最高裁判決では以下の点を検討している。 

・ 出演契約が、個別交渉の煩雑さを回避するために、楽団員をあらかじめ会社

の事業組織の中に組み入れておこうとするものであった。 

・ 出演発注を断ることは契約上禁じられてはいないが、契約の解除、次年度の

更新拒絶があり得ることを当事者が意識しており、原則として発注に応じて出

演すべき義務があった。 

・ 会社が随時一方的に指定するところによって楽団員に出演を求めることがで

き、楽団員が原則としてそれに従うべき基本的関係がある以上、会社は労働力

の処分につき指揮命令の権能を有していた。 

・ 楽団員は、演出について裁量を不えられていないため、出演報酬は演奏とい

う労務提供それ自体への対価であった。 

・ 出演報酬の一部たる契約金は、楽団員の生活の資として一応の安定した収入

を不えるための最低保障給たる性質を有していた。 

○  当事者間の関係を判断するに当たって、契約上どのような法的義務が設定されて

いたかだけではなく、次年度の更新拒絶があり得るといった当事者の認識等の実態

を含めて検討している。ただし、最高裁判所調査官解説においては、この点を「法

律上の義務を負う関係であることを明らかにしたもの」とし、この解説がその後の

下級審判決に影響を不えた可能性があるとの指摘がある。 

○  また、会社の発注に原則として従う基本的関係がある以上、会社は労働力の処分

につき指揮命令の権能を有していたとしており、労働力の処分権の有無に着目して

判断している。 
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○  さらに、楽団員が演出について裁量を不えられていないことから、出演報酬は演

奏という労務提供それ自体への対価であったとしている点で、労務供給の態様・性

格が報酬の性格に影響を不えることが示されている。     

           

（２）新国立劇場運営財団事件と INAX メンテナンス事件の最高裁判所判決の分析 

○  新国立劇場運営財団事件の最高裁判決では以下の点を検討している。 

 ・ 出演基本契約は、財団の各公演を円滑かつ確実に実行する目的で締結されて

おり、契約メンバーは、各公演の実施に丌可欠な労働力として財団の組織に組

み入れられていた。 

・ 当事者の認識や契約の実際の運用においては、契約メンバーは基本的に財団

からの個別公演の申込みに応ずべき関係にあった。 

・ 財団は、出演基本契約の内容を一方的に決定し、シーズン中の公演件数、演

目等、契約メンバーが歌唱の労務を提供する態様も一方的に決定しており、契

約メンバーの側に交渉の余地はなかった。 

・ 契約メンバーは、財団が指定する日時、場所で労務を提供し、歌唱技能の提

供の方法や稽古への参加状況について財団の監督を受け、財団の指揮監督の下

で歌唱の労務を提供しており、時間的・場所的に一定の拘束を受けていた。 

・ 契約メンバーの報酬は、出演基本契約で定めた方法で算定され、予定時間を

超えて稽古に参加した場合には超過稽古手当も支払われており、報酬の金額の

合計は年間約 300 万円であって、歌唱の労務の提供それ自体の対価であった。 

○  INAX メンテナンス事件の最高裁判決では以下の点を検討している。 

 ・ 会社は約 590 名のカスタマーエンジニア（以下「ＣＥ」という。）を管理し、

全国の担当地域に割り振って日常的な修理補修等の業務に対応させていた。ま

た、各 CE と調整しつつ業務日や休日を指定し、毎日いずれかの CE に業務を

遂行させており、ＣＥは会社の事業の遂行に丌可欠な労働力として、その恒常

的な確保のために会社の組織に組入れられていた。 

・ 会社とＣＥとの業務委託契約の内容は、会社が定めた覚書によって規律され

ており、個別の修理補修等の依頼内容をＣＥが変更する余地がなく、会社が契

約内容を一方的に決定していた。 

・ ＣＥの報酬は、予め決まった請求金額に当該 CE につき会社が決定した級ご

とに定められた一定率を乗じ、時間外手当等に相当する金額が加算されて支払

われており、労務の提供の対価の性質を有する。 

・ ＣＥの承諾拒否を理由に債務丌履行責任を追及されることがなかったとして

も、各当事者の認識や契約の実際の運用においては、ＣＥは会社からの個別の

修理補修等の依頼に応ずべき関係にあった。 

・ ＣＥは会社が指定した担当地域内で、決められた時間に会社から発注連絡を

受けていた。また、接客態度等まで記載されたマニュアルに基づく業務遂行を

求められており、ＣＥは会社の指揮監督の下に労務の提供を行い、場所的・時

間的に一定の拘束を受けていた。 
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 ・ 平均的なＣＥが独自の営業活動を行う時間的余裕は乏しかったものと推認さ

れ、記録上もＣＥが自ら営業主体となって修理補修を行っていた例はほとんど

存在していない。 

○  いずれも事例判断であり、労働組合法上の労働者について一般論は提示されてい

ない。 

○  ①事業組織への組み入れ、②契約内容の一方的決定、③業務の依頼に応ずべき関

係、④報酬の労務対価性、⑤指揮監督下の労務供給・一定の時間的場所的拘束の５

つの判断要素を共通に用いている。 

 ②契約内容の一方的決定について、CBC 管弦楽団労組事件では言及がなかったが、

両判決では判断要素の一つとしている。 

○  判断要素の順番を見ると、INAX メンテナンス事件では、まず事業組織への組み

入れと契約内容の一方的決定を判断し、その後、補完的に業務の依頼に応ずべき関

係や、労務供給の指揮監督・時間的場所的拘束を検討しているようである。新国立

劇場運営財団事件では、業務の依頼に応ずべき関係が２番目に判断されているが、

これは同様の事件である CBC 管弦楽団労組事件最高裁判決の判断にならった可能

性や、新国立劇場運営財団事件で出演基本契約と個別公演出演契約が分離され、前

者からは個別公演に出演する法的義務はないとする仕組みが大きな争点となってい

たことなどが影響した可能性がある。 

 労働基準法の労働者性の判断ではまず指揮監督下の労務提供や時間的場所的拘束

の有無を検討するのが通例であることと比較すると、労働組合法上の労働者性につ

いて労働基準法とは異なる判断をするという意思を示したと考えられる。  

○  当事者の認識や実態として、契約内容の交渉の余地があったか、個別の業務依頼

に応ずべき関係にあったか等、各判断要素の判断において契約書の記載や法的義務

の存否よりも契約の運用や就労の実態を重視する姿勢を打ち出している。 

 個別の業務依頼に応ずべき関係については、文言上も、CBC 管弦楽団労組事件最

高裁判決が「出演すべき義務」としていたのに対し、個別の依頼に「応ずべき関係」

とし、法的義務が契約上設定されていたか否かではなく実態から判断する点をより

明確にしている。 

○  ①事業組織への組み入れについて、契約の目的、事業の遂行に丌可欠な労働力と

しての位置づけ、評価制度による管理等を捉えて、組織に組み入れられていたと評

価しており、②契約内容の一方的決定、③業務の依頼に応ずべき関係とは異なる独

自の判断要素としている。    

○  ⑤指揮監督下の労務供給・一定の時間的場所的拘束について、両判決の原審では

一定の指揮監督や拘束性があることを認めながら、委託契約の性質や労務の特殊性

に由来するものとして労働組合法上の労働者性を肯定する要素として評価しなかっ

たが、両判決では労働者性を補完的に肯定する要素として評価対象としている。 

○  INAX メンテナンス事件最高裁判決では、就労者が実態として独自に営業活動を

し、収益が上げられたかを検討しており、事業者性の程度は労働組合法上の労働者

性を弱める要素として考慮対象としていると考えられる。 
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３．労働組合法上の労働者性の判断要素の考え方  

 労働組合法の趣旨を踏まえると、労働組合法上の労働者には、労働力を提供してその

対価を得ており、労働条件の個別的な交渉では使用者と対等な立場に立つことができず、

契約自由の原則を貫徹しては丌当な結果が生じるため、労働組合を組織し集団的な交渉

が図られるべき者が幅広く含まれると解される。加えて、同法第３条が労働者を「賃金、

給料その他これに準ずる収入によって生活する者」と定義していること、及び、２で記載

した CBC 管弦楽団労組事件、新国立劇場運営財団事件、INAX メンテナンス事件の最高

裁判所判決を踏まえると、同法上の労働者性は以下の要素を用いて総合的に判断すべきで

ある。 

 

  主たる判断要素  

 ①事業組織への組み入れ 

②契約内容の一方的・定型的決定 

③報酬の労務対価性 

 

①は労務供給者が集団的・組織的な体制の下で自己の労働力を提供している点を基

礎づけるものとして、②は相手方に対して労務供給者側に団体交渉を保障されるべき

交渉力格差があることを基礎づけるものとして、③は労働組合法第３条の労働者の定

義規定の文言上、要件として明示的に求められており、労務供給者が労働力を提供し

てその対価を得ている点を基礎づけるものとして、それぞれ主たる判断要素とすべき

である。 

 

 従たる判断要素  

＜補強的判断要素＞ 

④業務の依頼に応ずべき関係 

⑤専属性 

＜補完的判断要素＞ 

⑥労務供給の日時、場所についての一定の拘束 

⑦労務供給の態様についての指揮監督 

 

④、⑤は、労務供給者が自己の労働力を相手方に提供しないという選択が困難であ

り、相手方が労務供給者を自己の事業に自由に動員できることを推認させるため、①

の事業組織への組み入れの判断に当たってこれを補強するものとして勘案される要素

である。④、⑤が完全に認められなくても、他の事実から ①が肯定されれば労働者性

の判断に影響を不えない。④、⑤の判断にあたっては、契約の内容（契約で定めた内

容や業務委託の性質から導かれる制約）よりも、当事者の認識や契約の実際の運用を

重視して判断されるべきである。 
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⑥、⑦は、相手方に人的に従属していることを推認させるものであり、労働組合法

第３条の労働者の定義には「使用される」という文言が無いため主たる判断要素とは

考えられないが、労働者性を肯定する方向に働く補完的判断要素である。最高裁判所

判決においては、必ずしも労働基準法上の労働者性を肯定すべき程度に至らないよう

な指揮監督の下における労務供給や、労務供給の日時・場所についての一定の拘束で

あっても、労働組合法上の労働者性を肯定的に評価する要素として勘案されている。 

 

 阻害的判断要素  

⑧事業者性 

そもそも自己の労働力を提供していない者、あるいは恒常的に自己の才覚で利得す

る機会を有し自らリスクを引き受けて事業を行う者は除かれることから、事業者性は

労働者性を消極的に解すべき阻害的判断要素とすべきである。 

 

 

４．判断要素ごとの具体的判断  

＜主たる判断要素＞ 

①事業組織への組み入れ  

  

労務供給者が相手方の事業活動に丌可欠な労働力を供給する者として相手方の事業

組織に組み入れられているかを判断する。 

 

 労働組合法上の労働者性の判断においては、３に記載したとおり、労務供給者が集

団的・組織的な体制の下で自己の労働力を提供している点を基礎づけるものとして、

主たる判断要素である。なお、労働基準法上の労働者性の判断要素としては一般に挙

げられていない。 

過去の労働委員会命令や裁判例をみると、以下のような事実がある場合に、事業組

織への組み入れが肯定的に解されるものと考える。ただし、これらの事実がない場合

でも直ちに事業組織への組み入れが否定されるものではない。 

 

 ○組織への組み入れの状況 

・ 実際に当該業務を行う労務供給者が集団として存在する。 

・ 評価制度を設ける、業務地域や業務日を割り振るなど、相手方が労務供給者を

管理している。 

・ 人手が丌足したときは他の事業者にも委託するが、通常は労務供給者のみに委

託している。 
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 ○第三者に対する表示 

・ 相手方の名称が記載された制服の着用、名刺、身分証の携行等が求められてい

るなど、第三者に対して相手方が労務供給者を自己の組織の一部として扱ってい

る。 

 

 

②契約内容の一方的・定型的決定 

  

契約の締結の態様から、労働条件や提供する労務の内容を相手方が一方的・定型的に

決定しているかを判断する。 

 

労働組合法上の労働者性の判断においては、３に記載したとおり、相手方に対して

労務供給者側に団体交渉を保障されるべき交渉力格差があることを基礎づけるものと

して、主たる判断要素である。なお、労働基準法上の労働者性の判断要素としては一

般に挙げられていない。 

過去の労働委員会命令や裁判例をみると、以下のような事実がある場合に、契約内

容の一方的・定型的決定が肯定的に解されるものと考える。ただし、これらの事実が

ない場合でも直ちに契約内容の一方的・定型的決定が否定されるものではない。 

 

○個別交渉の可能性 

・ 契約締結や更新の際に、労務供給者が相手方と個別に交渉して、労働条件等の

契約内容に変更を加える余地がない。 

・ 労働条件の中核である報酬について、算出基準、算出方法を相手方が決定して

いる。 

 

○定型的な契約様式の使用 

・ 相手方と労務供給者との契約に、定型的な契約書式が用いられている。 

 

 

③報酬の労務対価性 

  

労務供給者の報酬が労務供給に対する対価又はそれに類するものとしての性格を有

するかを判断する。 

 

労働組合法上の労働者性の判断においては、３に記載したとおり、同法第３条の労

働者の定義規定の文言上、要件として明示的に求められており、労務供給者が労働力
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を提供してその対価を得ている点を基礎づけるものとして、主たる判断要素である。

ただし、同法第 3 条は「賃金、給料その他これに準ずる収入によつて生活する者」と

規定しており、労働者性の判断要素としての報酬の労務対価性とは、使用従属性を判

断するものではなく、労働基準法上の賃金よりも広く「その他これに準ずる収入」も

含めて解されるべきである。なお、労働基準法の労働者性の判断においては、報酬が

賃金であるか否かによって使用従属性を判断することはできないが、報酬の性格が使

用者の指揮監督の下に一定時間労務を提供していることに対する対価と判断される場

合には、使用従属性を補強する要素となるとされている。 

過去の労働委員会命令や裁判例をみると、以下のような事実がある場合に、報酬の

労務対価性が肯定的に解されるものと考える。ただし、これらの事実がない場合でも

直ちに報酬の労務対価性が否定されるものではない。 

 

○報酬の労務対価性 

・ 労務提供において裁量の余地がありそれを反映して報酬が決定される仕組みが

とられている、という事実がない。 

・ 相手方の労務供給者に対する評価に応じた報奨金等、仕事の完成に対する報酬

とは異なる要素が加味されている。 

・ 時間外手当や休日手当に類するものが支払われている。 

・ 報酬が業務量や時間に基づいて算出されている（ただし、出来高給であっても

直ちに報酬の労務対価性は否定されない。）。 

 

○報酬の性格 

 ・ 一定額の支払いが保証されている。 

 ・ 報酬が一定期日に、定期的に支払われている。 

 

 

＜従たる判断要素―補強的判断要素＞ 

④業務の依頼に応ずべき関係 

 

労務供給者が相手方からの個々の業務の依頼に対して、基本的に応ずべき関係にあ

るかを判断する。 

 

労働組合法上の労働者性の判断においては、３に記載したとおり、①の事業組織への

組み入れを補強するものとして勘案される要素である。判断にあたっては、契約書の記

載や法的義務の存否よりも、契約の運用や就労の実態が重視されるべきである。新国立

劇場運営財団事件と INAX メンテナンス事件の最高裁判所判決でも、文言上、CBC 管
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弦楽団労組事件最高裁判決が「出演すべき義務」としていたのに対し、個別の依頼に「応

ずべき関係」とし、法的義務が契約上設定されていたか否かではなく実態から判断する

点をより明確にしている。なお、労働基準法上は労働者性の判断要素の一つであり、使

用者の具体的な仕事の依頼等に対して拒否する自由を有しないことは、一応、指揮監督

関係を推認させる重要な要素になるとされている。 

過去の労働委員会命令や裁判例をみると、以下のような事実がある場合に、業務の依

頼に応ずべき関係が肯定的に解されるものと考える。ただし、これらの事実がない場合

でも直ちに業務の依頼に応ずべき関係が否定されるものではない。 

  

○丌利益取り扱いの可能性 

・ 契約上は個別の業務依頼の拒否が債務丌履行等を構成しなくても、実際の契約の

運用上、労務供給者の業務依頼の拒否に対して、契約の解除や契約更新の拒否等、

丌利益な取り扱いや制裁の可能性がある。 

 

○業務の依頼拒否の可能性 

・ 実際の契約の運用や当事者の認識上、労務供給者が相手方からの個別の業務の依

頼を拒否できない。 

 

○業務の依頼拒否の実態 

・ 実際に個別の業務の依頼を拒否する労務供給者がほとんど存在しない。また、依

頼拒否の事例が存在しても例外的な事象にすぎない。 

 

 

⑤専属性 

 

労務供給者が相手方にどの程度専属しているかを判断する。 

 

労働組合法上の労働者性の判断においては、３に記載したとおり、①の事業組織への

組み入れを補強するものとして勘案される要素である。なお、労働基準法上は労働者性

の判断要素の一つであり、直接に使用従属性の有無を左右するものではなく、特に専属

性が無いことを持って労働者性を弱めることにはならないが、労働者性の有無に関する

判断を補強するものとされている。 

過去の労働委員会命令や裁判例をみると、以下のような事実がある場合に、専属性が

肯定的に解されるものと考える。ただし、これらの事実がない場合でも直ちに専属性が

否定されるものではない。 

 



 

１０ 

 

○他の相手方からの受託可能性 

・ 相手方から受託している業務に類する業務を、契約上他の相手方から受託するこ

とができない。 

・ 相手方から受託している業務に類する業務を他の相手方から受託することについ

て、契約上は制約がないが、事実上は制約があり困難である。 

 

○他の相手方からの受託の実態 

・ 相手方から受託している業務に類する業務について、他の相手方との契約関係が

全く又はほとんど存在しない。 

 

○他の主たる事業の有無 

・ 相手方から受託する業務以外に主たる業務を行っていない。 

 

 

＜従たる判断要素―補完的判断要素＞ 

⑥労務供給の日時、場所についての一定の拘束 

  

労務供給者が、労務の提供にあたり時間的、場所的に一定の拘束を受けているかを

判断する。 

 

労働組合法上の労働者性の判断においては、３に記載したとおり、労働者性を肯定す

る方向に働く補完的判断要素である。新国立劇場運営財団事件と INAX メンテナンス事

件の最高裁判所判決では、労務提供の日時、場所の拘束について「一定の」と表現して

緩やかに捉えられており、労務供給の日時、場所についての一定の拘束であっても、労

働組合法上の労働者性を肯定的に評価する要素として勘案されている。なお、労働基準

法上は労働者性の判断要素の一つであり、勤務場所及び勤務時間が指定され管理されて

いることは、一般的には、指揮監督関係の基本的な要素だとされている。 

過去の労働委員会命令や裁判例をみると、以下のような事実がある場合に、労務供給

の日時、場所についての一定の拘束が肯定的に解されるものと考える。ただし、これら

の事実がない場合でも直ちに労務供給の日時、場所についての一定の拘束が否定される

ものではない。 

 

○労務供給者の裁量の余地 

・ 労務を提供する日時、場所について労務供給者に裁量の余地がない。 
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○出勤や待機等の有無 

・ 一定の日時に出勤や待機が必要である等、労務供給者の行動が拘束されること

がある。 

 

○実際の拘束の度合い 

・ 労務供給者が実際に一定程度の日時を当該業務に費やしている。 

 

 

⑦労務供給の態様についての指揮監督 

  

労務供給者が、相手方の指揮監督の下に労務の提供を行っているかを判断する。 

 

労働組合法上の労働者性の判断においては、３に記載したとおり、労働者性を肯定す

る方向に働く補完的判断要素である。INAX メンテナンス事件の最高裁判所判決では、

各種マニュアルに基づく業務遂行、業務終了後の各種の報告等について、原審で修理補

修業務の基本的業務委託契約の契約内容による制約にすぎず指揮監督関係にあるとは

評価できないとされた事情を認定した上で、これを「指揮監督の下に労務の提供を行っ

て」いると評価している。このように、必ずしも労働基準法上の労働者性を肯定すべき

程度に至らないような指揮監督の下における労務供給であっても、労働組合法上の労働

者性を肯定的に評価する要素として勘案されている。なお、労働基準法上は労働者性の

判断要素の一つであり、業務の内容及び遂行方法について使用者の具体的な指揮命令を

受けていることは、指揮監督関係の基本的かつ重要な要素だとされている。 

過去の労働委員会命令や裁判例をみると、以下のような事実がある場合に、労務供給

の態様についての指揮監督が肯定的に解されるものと考える。ただし、これらの事実が

ない場合でも直ちに労務供給の態様についての指揮監督が否定されるものではない。 

 

 ○労務供給の態様についての詳細な指示 

・ 通常の委託契約における業務内容の指示を超えて、マニュアル等により作業手

順、心構え、接客態度等を指示されている。 

・ 相手方から指示された作業手順等について、事実上の制裁があるなど、労務供

給者がそれらを遵守する必要がある。 

・ 業務を相手方の従業員も担っている場合、当該業務の態様や手続きについて、

労務供給者と相手方従業員とでほとんど差異が見られない。 

・ 労務の提供の態様について、労務供給者に裁量の余地がほとんどない。 
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○定期的な報告等の要求 

・ 労務供給者に対して業務終了時に報告を求める等、労務の提供の過程を相手方

が監督している。 

 

○業務量の裁量 

・ 業務量について、労務供給者に裁量の余地がほとんどない。 

 

 

＜阻害的判断要素＞ 

⑧事業者性 

 

労務供給者が、恒常的に自己の才覚で利得する機会を有し自らリスクを引き受けて

事業を行う者とみられるかを判断する。  

 

 労働組合法上の労働者性の判断においては、３に記載したとおり、労働者性を消極的

に解すべき阻害的判断要素である。なお、労働基準法上は労働者性の判断要素の一つで

あるが、労働者性の判断が困難な限界的事例について勘案する補強的要素とされてい

る。 

過去の労働委員会命令や裁判例をみると、以下のような事実がある場合に、事業者性

が肯定され労働者性が否定的に解されるものと考える。ただし、これらの事実がない場

合でも直ちに事業者性が否定されるものではない。 

 

○自己の才覚で利得する機会 

・ 契約上だけでなく実態上も、独自に営業活動を行うことが可能である等、自己

の判断で損益を変動させる余地がある。 

 

○業務における損益の負担 

・ 業務で想定外の利益や損失が発生した場合に、相手方ではなく労務供給者に帰

属する。 

 

○他人労働力の利用可能性 

・ 労務供給者が他人を使用している。 

・ 契約上だけでなく実態上も相手方から受託した業務を他人に代行させること 

に制約がない。 
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○他人労働力の利用の実態 

・ 現実に、相手方から受託した業務を他人に代行させる者が存在する。 

  

○機材、材料の負担 

・ 業務に必要な機材の費用、交通費、保険料、修理代などの経費を、実態として

労務供給者が負担している。 

・ 労務供給者が、一定規模の設備、資金等を保有している。 

  

○募集広告や説明書類の態様 

・ 募集広告や業務の説明書類の中に、勤務地・給不・待遇等、一般的に受託契約

の相手方として独立事業者を選定する場合にそぐわない事項が含まれていない。 

 

 

   


